
リカレント教育等産学官連携推進会議

設置の趣旨と論点について
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富山県における人生１００年時代ひとづくり構想会議【会長：遠藤俊郎富山大学長】
提言（平成31年1月24日）

基本理念を実現するための必要な観点

基本理念
人生100年時代の自分の未来を展望し、生涯にわたって学び続けることにより、

地域や国際社会で生き生きと心豊かに活躍できる人材の育成

観点１ 自分自身で自分の人生を主体的に切り拓いていく意思を持ち、自分の未来
をつくりだす能力を育成すること

観点２ 子どもや若者がふるさとを拠りどころとして、地域や国際社会に貢献しよ
うとする態度を育成すること

観点３ 認知能力を伸ばしていくことに加え、非認知能力（意欲、協調性、課題
解決能力等）やＩＣＴリテラシーなど、新たな時代に求められる能力を育成
すること

観点４ 誰もが、何歳からでも、何度でも学び直し、能力を高める機会と環境があ
ること

観点５ 家庭、学校、地域・社会、産業界、行政機関が連携してひとづくりに取り
組むこと 2



富山県における人生１００年時代ひとづくり構想会議

観点４ 誰もが、何歳からでも、何度でも学び直し、能力を高める機会
と環境があること

取組みの基本的方向（抜粋）
（１）一人ひとりのライフスタイルに応じたキャリア選択を行い、新たなステージを求めるこ
とができる能力・技術を身に付ける機会の提供

① 学ぶ人のニーズにあった多様な学習、職業能力開発の機会の提供

○ 高等教育機関や職業能力開発施設等における、時代の変化に応じた知識や技術、技能

など、多様な学習や職業能力開発の機会の提供

（２）学び直しを推進する環境づくり

① 学び続ける人材の育成

○ 技術の進歩等の変化に応じ、いつでも、何度でも学び直す意思を持つ人材の育成に向

けた意識啓発

② 学びやすい環境の整備

○ 教育訓練休暇制度の充実など職場環境の整備

○ 職場における学んだ効果が発揮できる制度の導入促進

○ 学ぶ人や事業者等の学び直しに伴う経済的負担の軽減

③ 産学官の連携体制の構築

○ 学ぶ人や事業者等のニーズに応じた学習・職業能力開発プログラムの検討や学び直し

に係る情報発信の充実、学びやすい環境づくりなどに向けた産学官の連携 3



【主な施策】

＜リカレント教育＞

• 高等教育機関等が社会人向けに提供する多様な学習プログラムに対する支
援

• 県立大学大学院博士課程の特別入学選抜制度による社会人入学

• 県立大学における社会人向けセミナーや県民開放授業の充実

• 結婚・出産等で離職した女性の再就業など、女性のライフイベントに応じ
た切れ目のないキャリア形成の支援

• 企業・取引先・従業員・消費者など様々な立場での働き方改革の機運の醸
成や実践に向けた取組みの推進

• 企業間連携や新たな働き方に対するニーズの掘り起こしや支援

• 国等と連携した教育訓練休暇など、助成金制度の充実、活用の促進

• 学ぶ人や事業者等のニーズに応じた学習プログラムの検討や学び直しに係
る情報発信の充実、学びやすい環境づくりに向けて実務的に協議する産学
官連携体制の構築 4



提言を踏まえ、リカレント教育等の更なる推進に向けて、産学官が

連携し協議していくため本会議を設置

5

＜具体的な論点・・・リカレント教育等の充実・拡大に向けた課題＞

○リカレント教育等を提供する側の課題について

☞ 大学等はリカレント教育等に対してどのような役割を担うか

☞ 大学等が果たす役割を踏まえ、どのようなプログラムを提供するか

☞ リカレント教育等を促進するために大学等にどのような環境整備が必要か

○リカレント教育等を受講する側（企業側・従業員側）の課題について

☞ 企業側はどのような支援ができるのか

☞ 従業員側はどのような支援を求めているのか など

○課題に対応するための今後の具体的な取組みについて

各関係機関の実務担当者で構成する小委員会を設置し、具体
的な検討・協議を進める
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小委員会
・アンケートの実施
・具体的取組みの検討・提案
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議論にあたって踏まえるべき前提

• 現在または今後必要になる職業スキル等を身に付けるため、自らの意思あるい

は企業からの要請により、リカレント教育等を必要とする者

• キャリアアップやキャリアチェンジを目的としている者

• ライフイベント等により一旦離職したものの、復職を目指している者

• 定年後の仕事や地域社会活動を念頭においてリカレント教育等を受ける者

などを想定

○リカレント教育等を受講する者

社会人の学び直し(職業志向の教育)の更なる推進について議論
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